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江沢民政権（1989 年 6 月～2002 年 11 月：総書記在任期間），胡錦濤政権（2002 年
11 月～2012 年 11 月：同上）との比較を意識しつつ，習政権をみるうえでのポ
イントの提示を試みる。続く各論では，中国経済の現況と中長期的課題を確
認し（第１章），その課題に応えようとする習政権の全体的改革・開放プラン
を中国共産党第 18 期中央委員会第 3 回全体会議の決定（2013 年 11 月採択。以































































における国家統制の度合いを指数化したPMR指標（Indicator of Product Market 
Regulation，指数が大きいほど国家統制の度合いが高いことを示す）で国際的に比
較すると，中国はロシアと並んで 3.30。OECD平均の 1.34 はもちろん，OECD
加盟の新興国（チェコ，ハンガリー，韓国，メキシコ，ポーランド，トルコ）の




















































































































と世界銀行の共同研究報告書（World Bank and Development Research Center of 










経済成長（年平均） 1995−2010 2011−2015 2016−2020 2021−2025 2026−2030
GDP成長率 9.9 8.6 7 5.9 5
労働力伸び率 0.9 0.3 −0.2 −0.2 −0.4
労働生産性伸び率 8.9 8.3 7.1 6.2 5.5
経済構造（期末） 2010 2015 2020 2025 2030
投資／GDP 46.4 42.0 38.0 36.0 34.0
消費／GDP 48.6 56.0 60.0 63.0 66.0
工業／GDP 46.9 43.8 41.0 38.0 34.6
サービス業／GDP 43.0 47.6 51.6 56.1 61.1
農業／就業者 38.1 30.0 23.7 18.2 12.5
サービス／就業者 34.1 42.0 47.6 52.9 59.0


































































第 1 には，習近平個人への権限集中が進められた。「3 中全会決定」に従っ
た動きであるが，習は「中央全面改革深化指導グループ」のグループ長（中







第 2 には，経済成長よりも改革を優先する姿勢が強まっている。第 12 期全













































































































⑴　「5 カ年計画」は第 11 次から全国版，地方版とも「5 年規画」（中国語）と呼ばれるよ
うになった。「規画」には，「長期計画」ないし「ガイドライン」のニュアンスがあるの
で，本書では「長期計画」と表記する。









⑸　江総書記が 2000 年 2 月に提唱し，2002 年 11 月に党規約に明記された。中国共産党
が，「中国の先進的な生産力の発展の要求」「中国の先進的文化の前進の方向」「中国の
最も広範な人民の根本利益」を代表するべきであり，代表している，とする思想。







⑼　1988 年 1 月に趙紫陽総書記（当時）が提起した戦略。原材料を輸入し，国内で加工
して輸出するという輸出主導型の発展戦略。
⑽　1989 年 6 月 4 日，民主化を求めて北京の天安門広場で座り込みを行っていた学生・
民衆を当局が武力で退去させた事件。前後の衝突とあわせて多数の死傷者が出た。欧米
諸国を中心に中国非難が湧き起こり，中国に対して各種制裁を課す国も多数にのぼった。

